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序     文

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、イエメン共和国に対する「感染症対策」医療特別機

材供与事業に関し、機材計画調査を行うことを決定し、平成18年２月10日から２月23日まで調

査団を派遣しました。 

同調査団は、イエメン共和国政府関係者およびWHO、UNICEF、USAID現地事務所関係者と

協議を行うとともに、機材供与対象施設などの現地調査を実施し、効果測定・評価および機材

調達計画の観点から調査結果を本報告書に取りまとめました。 

この報告書が、イエメン共和国における「感染症対策」特別機材供与事業の効果的な実施に

寄与することを切に願うものです。 

最後に、本調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引

き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成18年３月 

独立行政法人国際協力機構  
人間開発部

部長 末森 満 



現 地 写 真

麻疹キャンペーンを呼びかける横断幕

空軍殉職学校では在校生のみでなく、近隣の住民の子供
も予防接種を受けに来た

ハジャル村で母親に抱かれた子供に予防接種を行うモバ
イルチーム 

準備を終え、予防接種を始めようとする スタッフ

サナア郊外のヘルスセンターでの予防接種の様子

サナア市郊外の学校で予防接種を受ける子供たち



冷蔵庫によるワクチンの保管

サナア市内の中央倉庫にはコールドルームが７室、フリ
ーズルームが３室設置されている

プログラムにて使用している保冷車

セーフティボックスは使用後焼却処理される

キャンペーン用機材（右の山）とルーチン用

プログラムにて使用しているトラックと資機材



多くの保護者が子供の予防接種カードを持参して接種記
録を残していた

ルーチンなどで使用されるコールドボックス

各地の保健施設では週の予防接種予定を書いた用紙が貼
られている

麻疹の予防接種キャンペーンを呼びかけるポスター

キャンペーンでも使用されたワクチンキャリア

冷蔵庫に保管されているワクチン。庫内の温度計で毎日
朝夕の二回温度を測定する



略語一覧表

略語 英 語 日本語 

AD注射器 Auto Disable Syringe オートディスエーブル注射器

BCG Bacille Calmette Guerin 結核予防ワクチン

CDC Centers of Disease Control and Prevention 米国疾病対策センター

CDP Child Development Project 子供開発プロジェクト

DPT Diphtheria, Pertussis and Tetanus 三種混合（ジフテリア、百日
咳、破傷風）ワクチン

EPI Expanded Program on Immunization 予防接種拡大計画

GAVI Global Alliance for Vaccine and Immunization 世界ワクチン接種同盟

GNI Gross National Income 国民総所得

GHAO Governorate Health Affairs Office 州保健事務所

Hep B Hepatitis B Ｂ型肝炎

Hib Haemophilus Influenza B Ｂ型インフルエンザ

IMR Infant Mortality Rate 乳児死亡率

MCH Mother and Child Health 母子保健

MCV Measles-Containing Vaccine 麻疹混合ワクチン

MoPH&P Ministry of Public Health and Population 公衆保健人口省

N.A. Not Available 資料なし

NIDs National Immunization Days 全国一斉ワクチン接種日

OPV Oral Polio Vaccine 経口ポリオワクチン

PHC Primary Health Care プライマリーヘルスケア

SV Supervisor スーパーバイザー

TFR Total Fertility Rate 合計特殊出生率

TT Tetanus toxoid 破傷風トキソイド

U5MR Under 5 Mortality Rate ５歳未満児死亡率

UNICEF United Nations Children's Fund 国連児童基金

USAID United States Agency for International Development 米国国際開発庁

WHO World Health Organization 世界保健機関

通貨換算率

イエメンリアル195.80＝USD 1.00＝¥117.10 
（2005年９月～2006年２月までの６ヶ月平均レート）
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－1－ 

第１章 調査概要 
 

１－１ 調査目的 

本調査の目的は次のとおりである。 

 

(1) イエメン共和国（以下、「イ」国と略す。）における本事業について、国内における既

存の資料調査、現地調査、帰国後の国内解析により、相手国政府、関連国際機関およびJICA
の三者よりなる案件実施体制を評価し、案件の妥当性・有効性・効率性を確認する。 

 

(2) 「イ」国からの要請について、機材調達・通関・輸送等の体制を調査し、適正な仕様・

数量を確認し、事業費の積算を行う等の計画策定確認支援を行う。 

 

１－２ 調査団構成 

氏 名    担当分野           所 属 

堀江 聡   効果測定・評価  財団法人日本国際協力システム業務部 

梶原 崇裕  機材調達計画          同 上 



－2－ 

１－３ 調査日程 

日順 月 日 行程／調査内容 宿泊地 

１ ２月10日 
(金) 

成田 18:45（JL707）→23:45 バンコク 機内泊 

２ ２月11日 
(土) 

バンコク01:20（EK385）→ 05:00 ドバイ06:55（EK961）→
8:55サナア着、11:00 大使館表敬、14:00 公衆保健人口省表
敬および協議、16:00 公衆保健人口省（EPIプログラム）協議 

サナア 

３ ２月12日 
(日) 

8:30 UNICEF表敬・協議、10:30 USAID表敬・協議、14:00 WHO
表敬・協議、15:30 JOCV調整員事務所表敬、17:00 EPIプログ
ラム、GAVI担当協議 

サナア 

４ ２月13日 
(月) 

8:30 サナア市内保健施設ラウダヘルスセンター視察、10:00 中
央倉庫視察、14:00 UNICEF協議、17:00 EPIプログラム協議 

サナア 

５ ２月14日 
(火) 

9:30 サナア州ガイマン ヘルスセンター視察、11:15 サヤン県
病院視察、PM:資料整理 

サナア 

６ ２月15日 
(水) 

イブ州保健局訪問、調査、 
アル・シャライーPHCユニット調査 

サナア 

７ ２月16日 
(木) 

AM：サナア空港税関倉庫、通関状況視察、PM：団内会議 サナア 

８ ２月17日 
(金) 

資料整理 サナア 

９ ２月18日 
(土) 

EPIプログラム協議（終日） サナア 

10 ２月19日 
(日) 

10:00 麻疹キャンペーン視察（学校、医療施設にて）、15:00大
使館打合せ、17:00 EPIプログラム協議、20:00 大使公邸にて夕
食会（EPIスタッフ参加） 

サナア 

11 ２月20日 
(月) 

10:30 USAID協議、13:30 EPI関係者・WHO協議、17:00 EPI
プログラム協議 

サナア 

12 ２月21日 
(火) 

11:00 大使館報告、13:00 公衆保健人口省協議、17:00 EPプロ
グラム協議 

サナア 

13 ２月22日 
(水) 

10:25 サナア発（EK962）→13:50ドバイ着 機内泊 

14 ２月23日 
(木) 

02:50 ドバイ発（JL5090）→16:40 関西空港着、18:30 関西空
港発（JL1316）→19:35 羽田着 
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１－４ 調査対象案件の概要 

(1) 年次要請書・供与計画提出状況等 

１）計画書 

「麻疹５ヶ年計画（2004～2008年）」は出発前に入手。「麻疹予防接種キャンペーン

計画（2005年～2011年）」は品目と予算額のみ入手。 

２）要請書 

2006年度以降の要請は２月上旬時点で未入手。 

 

(2) 機材供与計画策定の留意点 

１）供与済麻疹ワクチン(MCV)の使用状況の調査 
2004年度分ワクチンはキャンペーンで必要とされていた数量（1,090万ドース）の一

部（240万ドース）が同年末までに調達され、2005年度分ワクチン（139万ドース）も既

に同年10月末に納品されている。これを踏まえ、キャンペーンでわが国によって調達さ

れたワクチンがどのように活用されたか、そのキャンペーンの実施体制とともに確認す

る。 

２）2006～2008年度の機材計画の検討 

「イ」国は「麻疹予防接種キャンペーン計画(2005年～2011年)」という計画書も作成

しているが、「麻疹５ヶ年計画」と予算面などで内容に大きな乖離がある。したがって、

その違いを詳らかにするとともに、必要によっては今後のわが国の協力内容（2006年～

2008年）の検討を行う。また、この５ヶ年計画の中でどの部分（品目、金額）の協力を

わが国に希望しているのか併せて確認する。 

３）ワクチン関連機材の確認 

麻疹ワクチンの接種には、ワクチンの他にAD注射器、溶解用ディスポーザブル注射器、
セーフティボックスなども必要であり、これら機材が「イ」国政府または他の国際機関

によって調達されていることを確認する。 

４）イエメン国のコールドチェーン体制を確認する。 

「イ」国の中央医療資機材倉庫（Central Warehouse以下、CWHとする）から保健セ
ンターなどの予防接種拠点までのコールドチェーン全体の流れを明確にする。また、冷

蔵庫、コールドボックス等関連機材の各施設における管理状況を確認するとともに、イ

ンベントリー、保管温度、ワクチンの入出庫が適切に管理されているかどうかも併せて

確認する。 

５）国際機関等の活動内容の調査 

麻疹ワクチン予防接種について、同様の協力を実施中もしくは計画中の国際機関等が

あるかどうか調査（特にUNICEF、WHO、USAID）し、それら国際機関に麻疹関連の計
画がある場合はわが国の計画との関係を確認する。また、わが国が供与したワクチンの

みでは、キャンペーンの必要量を満たすことができないため、その不足分をどのように

補填するかも併せて確認する。 

６）通関、輸送における問題点の確認 

ワクチンならびに周辺機材の「イ」国到着から、通関、輸送、配布にいたるまでの経

路、手続き、問題点などを確認する。 
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１－５ 供与実績 

過去、「イ」国に対しては感染症の分野で数回にわたり、ワクチンや周辺機材の供与が行わ

れているが、麻疹ワクチンの供与は昨年度、本年度（2004年度、2005年度）の２回のみである。 

 

表１－１ 過去の機材供与実績 

実施 
年度 

案件名 
予算額 
（千円） 

主な供与機材 調達方法 

1999 感染症対策特別機材（新生児破
傷風) 

50,930 TTワクチン、注射器、セーフティボッ
クス 

UNICEF 

2000 感染症対策特別機材（ポリオ） 56,116 ポリオワクチン UNICEF 

2000 感染症対策特別機材（新生児破
傷風） 

63,689 TTワクチン、注射器、セーフティボッ
クス 

UNICEF 

2001 感染症対策特別機材 65,673 経口ポリオワクチン UNICEF 

2001 感染症対策特別機材（新生児破
傷風） 

44,472 TTワクチン、AD注射器、セーフティボ
ックス、折畳み式テーブル、折畳み式チ
ェア 

UNICEF 

2002 感染症対策特別機材（ポリオ） 4,393 経口ポリオワクチン UNICEF 

2002 感染症対策特別機材（新生児破
傷風） 

30,143 TTワクチン、AD注射器、セーフティボ 
ックス、車両（ワゴン車） 

UNICEF 
本邦調達 

2003 感染症対策特別機材(新生児破
傷風) 

31,715 TTワクチン、AD注射器、セーフティボ
ックス 

UNICEF 

2003 感染症対策特別機材（ポリオ） 51,217 経口ポリオワクチン UNICEF 

2004 感染症対策特別機材（EPI） 40,013 麻疹ワクチン UNICEF 

2005 感染症対策特別機材（EPI） 39,991 麻疹ワクチン UNICEF 
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第２章 対象国の保健医療政策と体制 
 

２－１ 保健分野国家計画と保健医療状況 

２－１－１ イエメン国の基礎的保健指標 

「イ」国の概況は人口2,001万人、面積約527,970km2で、2003年の一人当たり国民総所得

（GNI）が約520USドル、出生時平均余命は60歳と低く、小児保健に係る指標は、乳児死亡
率（IMR／１歳未満）が82人（出生千対）、乳幼児（U5MR／５歳未満）死亡率が113人（出
生千対）、麻疹の１歳児予防接種率が66%という水準で、他の中東、北アフリカ諸国と比較

して悪く、サブサハラアフリカとの境界に位置するスーダンと同水準となっている。 

 

表２－１ 「イ」国と周辺国の保健医療衛生指標の比較 

指 標 イエメン エジプト オマーン スーダン モロッコ 

総人口（単位：千人） 20,010 71,931 2,851 33,610 30,556 

乳児（１歳未満）死亡率 
（出生千対） 

82 33 10 63 36 

乳幼児（５歳未満）死亡率 
（出生千対） 

113 39 12 93 39 

１歳児予防接種率（麻疹） 
（％） 

66 98 98 66 90 

合計特殊出生率（TFR） 7.0 3.3 4.9 4.3 2.7 
人口増加率 4.0 2.0 3.3 2.3 1.7 

出生時平均余命 60 69 73 56 69 

１人当たり国民総所得 
（GNI）（USドル） 

520 1,390 7,830 460 1,320 

出典：「UNICEF世界子供白書（2005年度版）」 

 

２－１－２ 国家開発計画および保健医療政策 

「イ」国は国家全体の長期開発計画である「Yemen Vision 2025」のなかで達成すべき目
標として、2025年までに全ての国民の人間開発と生活水準の引き上げを行うことを掲げ、そ

のために達成すべき人的資源開発、民間セクターの役割、保健サービス･識字率向上、基礎

教育・就学率向上を通じた生活水準の改善、所得の向上という目標が策定されている。 

上記の計画に基づき、「イ」国は2001年7月に上記Vision 2025の枠組みの中で第２次５ヶ
年計画（2001～2005年）を策定した。経済成長と貧困削減を目標としており、その達成手段

として以下のような８つの開発戦略の柱を立てた（なお、2006年度以降の国家開発計画は現

在作成中であり、開示は難しいとのことであったが基本的にこの路線を踏襲することとなる

模様）。 

(1) 人的資源開発 

(2) 経済的安定性の確保と経済の多角化、有望産業の発掘･振興 

(3) 民間セクターとのパートナーシップの拡大と民間の役割拡大 

(4) 投資環境改善と経済の競争力向上 

(5) 輸出指向型経済への転換 
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(6) 優れた行政と分権化の推進 

(7) 科学的・技術的能力向上による生産性の向上 

(8) 環境保全 
出典：「国別事業基礎情報2005年」 

 

以上の国家開発目標の枠組みの中、「イ」国は第３次国家保健医療計画（2006～2010年）

において以下の分野を中心としている。（なお、同分野もあくまでもドラフト段階）。 

同計画はその行動計画の分野を以下８つの柱に分類している。 

(1) 保健医療情報システムの確立 

(2) 人的資源 

(3) 妊産婦死亡率の低減 

(4) 乳幼児死亡の低減 

(5) 保健医療教育 

(6) マラリアならびに一般的な疾病の罹患率の低下 

(7) 血液銀行、安全な血液の供給 

(8) 緊急医療 

（公衆保健人口省計画局からの聞き取りによる） 

なお、今回の案件における資機材の投入は上記８つの柱の中の４番目に位置づけられる。 

 

２－１－３ EPI分野の保健医療プログラム 
「イ」国では小児に対し、ルーチンにてBCG、ポリオ、DPT（近年は５種混合ワクチン1）、

麻疹の４種類のワクチンの接種を行ってきた。2003年～2005年にはDPTワクチンから５種混
合ワクチンへの切り替えが全国的に進められた。また、ルーチンとは別に各ワクチン別に不

定期にキャンペーン、感染拡大抑止のための接種を行っており、昨年の末はポリオの流行2が

見られたため、緊急に対処を行った。2006年は全国規模で麻疹ワクチンの一斉投与キャンペ

ーンを実施する予定である。出生後の小児に対する予防接種のスケジュールとしては、以下

の表のとおりである。 

 

表２－２ 予防接種スケジュール 

接種時期 ワクチンの種類 

出生時 BCG（結核）、ポリオ（事前） 

１ヶ月半 ５種混合（１回目）、ポリオ（１回目） 

２ヶ月半 ５種混合（２回目）、ポリオ（２回目） 

３ヶ月半 ５種混合（３回目）、ポリオ（３回目） 

９ヶ月 麻疹（１回目） 

18ヶ月 麻疹（２回目） 
出典：「「イ」国予防接種カード」による 

                             
1 ５種混合ワクチン：Penta-valent。DPTにHepBとHibワクチンを加えた５種混合ワクチン。
2 ポリオの流行：アフリカのナイジェリア、スーダン方面から「イ」国にも広まったもので、2005年には437例の発生が見
られた。これに対し、同国ではWHOなどの支援を得て約４万人（900万USドル）を動員して急遽ポリオキャンペーンを
２ラウンド（2005年12月～2006年１月）実施した（2005年通算では７ラウンド実施）。
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「イ」国は麻疹を含め、全国のさまざまな医療施設で積極的に予防接種を行っている。同

国のヘルスセンターにおいては殆ど毎日、各ワクチンの予防接種が行なわれている。検診の

ためセンターを訪問する子供は１日あたり約120人、月あたりの予防接種の数はBCGが約300
件、麻疹が約350件、５種混合が約1,000件である。全ての予防接種数は月ごとに集計され、

管轄する保健事務所（後述）に報告される。参考までにサナア市内のヘルスセンターの予防

接種日程を示す。 

 

表２－３ 参考：ラウダヘルスセンターの予防接種週間スケジュール 

月 ポリオ、５種混合 

火 同上 

水 ポリオ、５種混合、麻疹、BCG 

木 ポリオ、５種混合、麻疹*、BCG* 

金 ― 

土 ポリオ、５種混合 

日 ポリオ、５種混合、麻疹、BCG 
（ヘルスセンターからの聞き取り調査による） 
*2006年３月から導入予定 

 

以下に「イ」国における過去の主要なワクチンの接種率を示す。 

 

表２－４ 「イ」国の主要なワクチンの接種率 
（単位：％） 

年度 Ｂ型肝炎 BCG 麻疹 ポリオ 
DPT（2005年
からは５種 
混合に移行） 

2000   15.1   81.5   71.3   75.8   75.8 

2001 21 73 82 76 76 

2002 33 73 64 68 68 

2003 42 67 66 66 66 

2004 49 63 76 78 78 

2005 ５種混合へ統合 63 79 84 84 
出典：「Annual Health Statistical 2003-2004」、「WHO Country profile」、および聞き取り調査による。 

 

麻疹に関して、「イ」国においては生後9ヶ月と18ヶ月3の２回にわたって予防接種を行い、

確実に免疫獲得を目指すという方針を2003年より採用している。さらに、１回予防接種を受

けたものの、十分な免疫を得られなかった小児、もしくは遠隔地に住んでおり、まったく予

防接種を受けられない小児に対し、更なる接種率の向上のために不定期に一斉投与キャンペ

ーンを実施している。前回のキャンペーンは2001年に行われた。今回のキャンペーンはもと

                             
3 乳幼児の予防免疫効果を高めることを目的に２回の予防接種を行う制度が2003年から開始された。１回目の予防接種を
９ヶ月から12ヶ月に変更するという計画もあるが、2006年２月時点で正式には決定していない。



－8－ 

もと2005年に行われる予定であったが、昨年末のポリオの流行のため、延期されていた。以

下に麻疹の発症数を示す 

 

表２－５ 「イ」国の麻疹罹患数 

年 度 1999 2000 2001 2002 2003 
2004 

（９月まで） 
麻疹発症数(人) 2,289 3,046 1,298 928 8,522 11,615 
出典：「イエメン麻疹撲滅計画2004-2008」 

 

事業の具体的達成目標として、「イ」国は2010年までに麻疹の予防接種率90％以上の実現

ならびに罹患率を95％、死亡率を90％それぞれ削減するという目標を設定している。 

このように「イ」国の保健政策において予防接種拡大（Expanded Program on Immunization
／以下、EPIとする。）事業は非常に重視されており、また、他の国際機関からの麻疹ワク
チン供与も無いことから（周辺機材、運営費については援助あり）、医療特別機材のワクチ

ン供与もこれらの活動のために要請されてきた。しかしながら、公衆保健人口省（Ministry of 
Public Health and Population／以下、MoPH&Pとする。）は、2001～2005年のEPI５ヶ年計
画、2006～2011年の計画を作成していたが、キャンペーンは必ずしもそれに沿って行われる

わけではなく、必要なワクチンや周辺機材、運営資金が担保された時点で実施されるという

短期的な視野に立ったものであり、５ヶ年計画通りに進んでいないという経緯がある。今回

のキャンペーンも2005年に実施の予定であったが、2006年にずれ込み、今年３回にわたって

行われるキャンペーンにおいて全国で予防接種活動を行うことを計画している。 

 

２－２ 組織・人員 

２－２－１ 公衆保健人口省 

MoPH&Pは本部のみで1,800人、地方の拠点で勤務するスタッフを入れると43,000人の組
織である。その中のプライマリー・ヘルス・ケア局に属する家族保健部の中のEPIプログラ
ム（人数は85人）が今回の案件の主要なカウンターパートであり、キャンペーン、ルーチン

の麻疹を含め、全ての予防接種を担当する部署である。組織図を以下に示す。 
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（MoPH&P提出の資料による） 

図２－１ MoPH&P組織図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（「イ」国EPI提出の資料による） 

図２－２ 「イ」国EPIプログラム組織図 
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２－２－２ 保健医療行政 

「イ」国の行政組織は全国22の州（Governorate）と333の郡（District）に分かれる。その
中で首都サナアだけは特別市（アマーナ）の地位を与えられており、他の州と同列に扱われ

る。「イ」国における保健医療体制は中央のMoPH&Pの下、各州に州保健事務所（Governorate 
Health Affairs Office／以下、GHAOとする。）があり、管轄する州全体の保健行政全般を担
っている。組織の構成は基本的に中央のMoPH&Pと同様であり、傘下にあるPHC局に属する
EPIプログラムがこれを担当し、州内におけるワクチンの保存、配送、キャンペーンの実施
などを行う（図２－３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（イブGHAOでの聞き取りによる） 

図２－３ 州保健事務所（Governance health affairs office）組織図 
 

「イ」国における医療施設は、MCH（Mother and Child Health）センター、PHCユニット、
ヘルスセンター、地方病院（郡病院、州病院）、国立病院などからなる。住民に対する最も

基礎的な医療サービスとなる単位はPHCユニットである。同施設は所長、メディカルアシス
タント、助産師、看護師の4名が勤務し、提供するサービスは家族計画、保健医療教育、出

産、簡易な傷病の処置などである。予防接種の末端の拠点として、全てのスタッフが予防接

種を行い、地域住民への貢献度が高い。 

PHCユニットの上位に位置付けられるのがヘルスセンターである。診療科は予防接種
（EPI）科、外科、産科、保健医療教育科、結核対策科、薬局、臨床検査科からなり、医師
２名を含む総勢14名ほどのスタッフで運営されている。 

ヘルスセンターの上位に位置づけられるのが地方病院で郡全体を管轄する役割を持つ医

療施設であり、病院全体の診療科は外来、内科、小児科、産婦人科、入院部門、臨床検査科、

薬局、歯科、家族計画科、保健教育科からなり、医師７名を含む32名ほどのスタッフを擁す

る。 

ただし、それぞれの施設の持つ機能には明確な区別はなく、施設相互の患者のレファラル

システムについても明確な規定は無い。また、ワクチンは必ずしも上位施設から下位施設に
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配布されるわけではなく、ヘルスセンターが郡におけるワクチン保存の拠点となり、病院へ

のワクチンの配布を担当している場合もある。 

以下に「イ」国における医療施設の数と各州への分布を示す。 

 

表２－６ 州ごとの医療施設の分布状況（2003年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：「Annual Health Statistical 2003-2004」より 

 

２－３ 財政・予算 

「イ」国MoPH&Pの支出額の表を以下に示す。全体的に支出額が増加しており、特に設備投
資への支出増が顕著である。 

 

表２－７ MoPH&P支出の推移 
（単位：千イエメンリアル4） 

 

 

 
 

出典：「MoPH&P提出資料」 

 

「イ」国MoPH&Pにおける2006-2010年の５年間にわたるプログラム関連の予算（ドラフ
ト段階）では麻疹も含めたEPI活動には重点分野とされており、５年間の総支出ベースで
11.9％の予算の獲得が見込まれている。これは「イ」国のEPI対策への重視が現れている。 

 

 

                             
4 １USドル＝YR（イエメンリアル）195.80（2005年２月）
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表２－８ MoPH&P支出予定 
（単位：千イエメンリアル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
出典：「MoPH&P提出資料」 
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第３章 効果測定・評価 
 

３－１ 対象国の保健医療政策における医療特別機材供与の位置づけ 

「イ」国では保健医療分野において、EPIにおける麻疹対策は1990年代から接種率が40～70％
と一貫して低く、2001年こそ麻疹キャンペーンの実施によって一時的に82％と改善したものの、

その後は再び60％～70％台と低迷して、麻疹発症例も1990年代は4,400～5,900例で移行して

いたものが、2001年のキャンペーン後の2002年には928例に一時減少したものの、2003年は

8,522例、2004年も９月までで11,615例と大幅に増加した。死亡率も下痢、気管支炎、マラリ

アに次いで高く、2005年には1,500人死亡。近年麻疹は同国に深刻な問題をもたらしている。

こうした状況を踏まえ、「第二次保健国家５ヶ年計画（2001～2005年）」では、麻疹対策につ

いて2010年までに予防接種率90％以上の実現、および罹患率90％、死亡率95％削減という目標

が掲げられ、その目標達成のための努力が続けられてきた。 

同計画に続く「第三次保健国家５ヶ年計画（2006年～2010年）」は現在MoPH&Pにおいて策
定中で３月には承認される予定だが、この中でも麻疹を含むEPIは「保健医療情報システムの
確立」、「人的資源」、「妊産婦死亡率の低減」、「保健医療教育」など８項目の重点分野の

一つ、「乳幼児死亡率の低減」の中に位置付けられる予定である。同計画が正式に採択されれ

ば、EPIプログラムはこれら８項目全体の中で予算が11.9％配分されることになっており、保
健医療分野において今後も引き続き重要な柱となる見込みである。 

こうした状況の下、わが国は医療特別機材供与事業として2004年に240万ドース、2005年に

139万ドースと２年連続してキャッチアップ・キャンペーンのための麻疹ワクチンを供与して

いる。同国では予算不足から同ワクチンの調達に支障をきたしていたことから、わが国による

協力は同国での麻疹キャンペーンの実施を可能なものとしている。 

 

３－２ 協力プログラムにおける医療特別機材供与の位置づけ 

わが国は1999年７月の対イエメン政策協議結果を踏まえ、「保健医療」、「基礎教育」、「地

方給水」を中心とする援助を実施することで「イ」国政府と合意しており、JICAもこの合意に
沿ってこれら３分野の支援を続け、「保健医療」分野では無償、技術協力プロジェクトによる

結核対策計画、地方病院母子保健機材などをはじめ、機材供与、専門家派遣、研修員受入れな

どさまざまな協力を行ってきた。そして、1999年からはUNICEFとのマルチ・バイ協力に基づ
き医療特別機材供与として破傷風ワクチン（TT）、または経口ポリオワクチン（OPV）および
注射器などの関連製品を毎年「イ」国に供与し続けている。 

現在同国で実施されている保健分野の協力は、この医療特別機材供与のみであるが、同スキ

ームは2004～2008年の５年間を想定したものであり、なおかつ供与品目がEPI事業において必
要不可欠な麻疹ワクチンでもあることから、残る３年間においてもわが国の協力に対する「イ」

国政府の期待度には高いものがある。 
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３－３ 国際機関の協力プログラムにおける供与機材の位置づけ 

UNICEFは「イ」国に対して麻疹を含むEPI全般への支援を行っている。Child Development 
Project（CDP）5の一環として2005年には世銀とともに1,150台の冷蔵庫、コールドボックス、
ワクチンキャリアなどを供与（100万USドル相当）したり、375医療機関のヘルススタッフ450
人へのモニタリング・マイクロプラニング6などのトレーニングを行ったりしている。2005年に

はMoPH&Pが５歳以下の子供400万人を対象に7ラウンドにわたって実施したポリオ全国一斉
ワクチン接種（NIDs）への技術的支援も行った。麻疹についても支援を行っているが、ルーチ
ン予防接種への協力がメインとなっている。 

また、モニタリングについても支援を行っており、CDPにて対象としている９州30郡にて活
動するSVの日当、交通費を負担している。このSVは各医療施設を隔月で巡回し、ポリオの急
性弛緩性麻痺7（AFP）とともに麻疹についてのモニタリングを実施している。 
世銀はCDPを通じたコールドチェーン機材の調達のほか、予防接種カードやポスターなど各

種印刷物の作成やメディカルスタッフのトレーニングなどを支援している。また、2006年には

麻疹キャンペーンのための運営費（スタッフの日当、交通費、輸送費など）120万USドルの支
援も計画している。 

米国疾病対策センター（CDC）も麻疹キャンペーンの運営費150万USドルをUNICEF経由で
負担する計画である。 

2005年から５種混合ワクチンの導入を始めたGAVIは同ワクチンと関連サプライ品の調達に
活動の重点を置いており、現時点で麻疹分野に協力する計画はない。 

WHOはEPI全体の協力に力を入れている。2005年には冷蔵庫40台、ソーラー式冷蔵庫の交換
用バッテリー100個を調達。また、同年GAVIによって導入された５種混合ワクチンの円滑な実
施にも協力したほか、2005年から2006年初頭にかけて行われた７回にわたるポリオキャンペー

ンを技術的、財政的（約910万USドル）にサポートした。しかし、WHOが雇用している3人の
コンサルタントと22州のEPIのSVがポリオと麻疹のサーベイランスを実施しているほかは、特
段麻疹プログラムへの協力は行っていない。 

USAIDはアムラン、アル・ジョフ、マーリブ、サーダ、アル・シャブワの５州を対象に保健
活動を実施しているが、それらの地域では主にルーチンの予防接種の実施と管理に重点を置い

た協力を展開している。 

総じて、「イ」国の麻疹プログラムにおけるキャンペーンでは予防接種に必要なサプライ品、

運営費はMoPH&Pの経費のほか、国際機関からの支援にも支えられているが、麻疹ワクチンに
限ってはMoPH&Pも必要数をすべて購入するだけの予算措置が取れず、他の国際機関による協
力も計画されていない。これは2008年まではわが国によって一定の麻疹ワクチンが供与される

といずれの国際機関も想定していることによる。言い換えれば、わが国による麻疹ワクチン供

与を前提に、MoPH&Pや国際機関は注射器などの調達や運営費を負担する計画を立案している
ためで、いわばわが国と他の国際機関との麻疹キャンペーンにおける協力体制は相互補完的な

関係だといえる。 
                             
5 The Child Development Project：2001年から2005年までイエメン政府、UNICEF、世銀の間で実施されたプロジェクト。
総額は45.3百万USドル。保健、栄養、教育など６分野にわたって援助を実施した。

6 マイクロプラニング：郡、村レベルでのより詳細な予防接種計画の策定及びそれに係る経費算定など。
7 急性弛緩性麻痺（Acute Flaccid Paralysis）：ポリオウイルスによる麻痺症状と区別できない麻痺症状が急性出血性結膜
炎など他のウイルスの感染やギランバレー症候群、多発性神経炎などの疾患によっても発生するため、それらの麻痺と
ポリオによる麻痺とを鑑別するため、全てのAFP患者から便の検体を採取しポリオウイルスの有無を調べる。
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表３－１ 国際機関の援助状況 

援助機関名 年度 金額USドル 主な支援内容 

UNICEF 2005年 $632,000‐ ポリオNIDsへのモニタリングなどの支援、マイクロ
プラニング・モニタリングに関するトレーニングの実
施 

WHO 2005年 $9,460,000- ・ポリオキャンペーン（７ラウンド計）用運営費 
・EPI通常経費（トレーニング、アウトリーチ、麻疹
などプログラム、機材費） 

GAVI 2005年 $9,092,669‐ ５種混合ワクチンおよびサプライ品購入費用 
世銀 2005年 $1,520,000‐ ・CDPの一環としてコールドチェーン機材の輸送、予

防接種カード、各種必要書類の印刷、メディカルス
タッフのトレーニングを実施 

・麻疹キャンペーンの運営費負担 
CDC/Atlanta 2006年 $1,500,000‐ ・麻疹キャンペーンの運営費負担 
USAID ― ― アムラン州など５州を対象にルーチン予防接種への

協力 
出典：聞き取り調査より 

 

３－４ 対象国政府機関、国際機関、日本国大使館の役割 

本機材供与事業における作業項目は表３－２のとおりである。 

 

表３－２ 作業基準（キャンペーン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○：適切に実施  △：若干関与が薄い  -：担当外 



－16－ 

前述の通り、わが国は過去二度にわたって麻疹ワクチンを「イ」国に供与しているが、UNICEF
による調達、輸送、および「イ」国政府による通関手続き・引取りといったロジスティックの

部分について今までのところ問題は発生していない。MoPH&Pによる麻疹ワクチンの管理体制、
使用状況も適切であることを今回の調査を通じて確認することができた。 

しかし、両国間のこれら麻疹ワクチンの受け渡しに関しては「イ」国政府から受領書が2004、

2005年分ともわが国に対して提出されておらず、引渡式も2006年２月末現在実施されていない

ことが明らかになった。その後「イ」国政府から２年分の受領書が提出されたが、今後「イ」

国にはわが国から供与される機材の到着が確認されるたびにわが国に受領書を適時提出するこ

とが望まれる。同様に引渡式に関しても引き続き現地大使館を通じて「イ」国政府に実施を求

めていく必要がある。 

「機材の活用」については、わが国が供与した麻疹ワクチンは2006年２月時点でキャッチア

ップ・キャンペーンのフェーズ１（後述）で使用されたばかりで、「イ」国政府による進捗・

成果報告書およびUNICEFによる年次報告書はまだ作成されていない。今後これら各機関から
の提出が待たれるところである。 

その他としては、｢機材の倉庫納入｣、｢機材の検収｣、｢機材の活用｣などの各項目について、

「イ」国にはJICA事務所が無く、在「イ」国日本大使館が本件を担当しているが時として対応
困難な時も想定される。こうした業務の実施がUNICEFにマルチ･バイ協力によって期待される
が、残念ながらUNICEFは1人の担当者が複数のプロジェクトを担当しており、実際には難しい
面がある。同様にマルチ･バイ協力の関係にはないものの同国のEPI対策に深く関わっている
WHOもこれらの業務を行う余裕はない。 
しかし先に述べたようにMoPH&Pは過去２年間わが国が供与してきたワクチンの通関･引き

取り･輸送を何の支障もなく実施してきている上、調査期間中、ワクチンの使用方法について

も不具合は見られなかったことから、実務上何ら問題はないと思料される。 

 

３－５ 対象国実施体制 

３－５－１ 運営・維持管理 

(1) ルーチン 

麻疹を含むEPIのルーチン用ワクチンはMoPH&Pが毎年140万USドル程度の予算を充
当している（うち、麻疹ワクチンは50万USドル；2005年実績）。UNICEFからも63.2
万USドルの支援があり、これによって毎年の必要量がまかなわれている。 
ルーチンの予防接種は生後９ヶ月と18ヶ月の乳幼児に2回予防接種を行うことが「イ」

国では取り決められている。予防接種は病院やヘルスセンター、PHCユニットなどで曜
日を決めて無料で行われ、予防接種を受けた子供には予防接種カードが配られ、BCG、
OPVなど他のワクチンとともに、その接種記録が記される。今回調査したいずれの施設
でもこうした温度記録台帳や入出庫台帳を確認することができた。各地域の医療施設で

は毎日朝夕の二回冷蔵庫／冷凍庫（冷凍庫はCWHと州レベルのみOPVを対象に実施）な
どの温度を測定・記録することが徹底された。場所によってはワクチンモニターカード

の利用も見られた。セーフティボックスは使用済注射器がほぼ９割方溜まった時点で燃

焼処理することも各地で実践されている。 
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また、このルーチンの中では車で４時間以上かかる遠隔地をレベル３としてその地域

を巡回するアウトリーチ活動8も行われている。 

こうして行われた予防接種の接種率やワクチン廃棄率、ワクチンの入出庫状況、冷蔵

庫などの温度記録、ワクチンの有効期限、冷蔵庫、コールドボックスなどコールドチェ

ーン機材の破損状況は毎月、末端の医療施設から各州に派遣されているSVの元に集めら
れ、そのSVから中央にレポートの形で報告されるシステムが徹底されている。 
コールドチェーン機材の状況については、近年MoPH&PやUNICEFなどが機材の調達

やメンテナンスを通じて設備の充実を図ってきたが、場所によっては依然として冷蔵庫

やコールドボックス、ワクチンキャリアなどが不足していたり、破損したりしているも

のが見受けられた。ソーラー式冷蔵庫用バッテリーが故障している箇所も一部あったが、

こうした場所ではいずれも他の医療施設から借用したりしながら対応している。 

機材の維持管理は、各州のGHAOに所属するEPIプログラムに最低1人配置されている
メンテナンススタッフが冷蔵庫の修理を担当することになっている。当該担当者で対応

できない場合は中央のEPIプログラムに６人いるメンテナンススタッフが出張して修理
するか、中央に搬送してもらってから修理する。このメンテナンスに係る予算9は2004

年以降特に設けられてないが、EPIプログラムの予算の中から必要に応じて支出される
ことになっている。中央のメンテナンススタッフは６年間の医療学校で学んだ経験を有

するものである。 

 

(2) キャッチアップ・キャンペーン 

「イ」国政府は全国の生後９ヶ月から15歳未満10までのすべての子供920万人を対象に、

2006年にキャッチアップ・キャンペーンを実施する計画である。同キャンペーンはフェ

ーズ１からフェーズ３の三回に分けて実施される計画で、2006年２月にフェーズ１が１

週間（地域によっては２週間）実施された。 

フェーズ1では2005年の麻疹症例数が最も多かったサナア市、サナア州、アル・ホデ

イダ州、イブ州の１市３州（計72郡））が対象地域に選ばれ、約344.3万人（全対象人

口の約三分の一に相当）が予防接種の対象になった。このキャンペーンにはメディカル

スタッフ、1万817人、SV1,324人、車両1,089台が動員された。キャンペーンは事前に
街中のモスク・学校など多くの人々が集まる場所にポスターや横断幕が張られたほか、

テレビ・ラジオによる公共広告や携帯電話サイトなどあらゆる手段を通じて対象地域の

住民に盛んに参加の呼びかけが行われた。 

わが国から２年連続して供与された麻疹ワクチン計379万ドースはこのキャンペーン

のフェーズ１のために利用されたものだが、その麻疹ワクチンはキャンペーンの３日前

までに一斉にCWHから各州の倉庫にまで輸送され、引き続いてルーチンによるワクチン
輸送と同様のフローにしたがって州から先の郡、村の医療施設へと順次輸送された。 

                             
8 アウトリーチ活動：ヘルスセンターまたはPHCユニットから患者の居住地まで出かけて行き予防接種活動を行うこと。
巡回医療の一部。レベル１は医療施設から容易にアクセスできる地域、レベル２は医療施設から若干離れるものの、徒
歩または自転車などで移動可能な地域を指す。アウトリーチによる予防接種件数はルーチンにカウントされる。

9 メンテナンスに係る予算：材料費、修理用機材費など修理に直接係る経費のみ。スタッフの人件費はEPIプログラムでは
なく、MoPH&Pから直接支払われるシステムのため、この予算には計上されない。

10 2001年のキャンペーンでは対象年齢が生後９ヶ月から５歳未満であったが、その後2004年のサーベイランス報告書によ
り全麻疹患者のうち約半数が５歳以上だったことが確認されたことから、2006年のキャンペーンでは生後９ヶ月から15
歳未満までと対象年齢が拡大された。 
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接種を実際に行うメディカルスタッフのトレーニングはキャンペーン前に５日間程度

を使って実施された。イブ州を例にとると、州レベルの上級トレーナー30人が中央のサ

ナア市に赴き、安全注射、サプライ品の取り扱い、モニタリング手法などについてのト

レーニングを受けた後、イブ州に戻り各郡から集まった400人のスタッフに指導を行い、

その400人がさらに小郡、村レベルのPHCユニット4,000人にトレーニングを実施した。 
キャンペーンは１市３州で16,329村、4,104のモスク・学校を予防接種地点に無料で

実施されたが、これら予防接種地点には２人１組を１チームとして各チームが赴き、予

防接種を実施した。また、遠隔地にはモバイルチームを派遣してキャンペーン期間中５

ヶ所程度を巡回した。こうした予防接種地点やモバイルチームの活動が適切に行われて

いるか監視するため、担当のSVが各地点を巡回した。実際のキャンペーンではトレーニ
ングで習得した技術を使って実施され、ワクチンの保管、注射器の廃棄、接種を受けた

子供の年齢別（１歳未満、１～４歳、５～15歳）名簿作成などが行われ、当日予防接種

を受けなかった子供がいた場合は後日キャンペーン用スタッフが子供の自宅を訪れて接

種を行うような対応が取られた。 

このフェーズ１は総コストが900万USドルで、そのうち、MoPH&Pによる550万USド
ルの自己負担、わが国によるワクチン供与のほか、CDCと世銀などが一部支援を行った。 

 

３－５－２ モニタリング・評価体制 

「イ」国では一級行政区である州を構成する各郡に一人ずつSVが貼り付けられており、こ
のSVがルーチンの予防接種、安全注射、在庫管理などのトレーニングなどを行うほか、予防
接種の実施状況、ワクチンの保存状態、資機材の稼動状況、医療施設の設備状態などをつぶ

さに調べ、各情報をレポートにまとめて毎月州を通じて、中央に報告するシステムが構築さ

れている。そして、接種率の低い地域にはフィードバックとして、アウトリーチなどの活動

を行って現地医療事情の改善を図ることにしている。 

また、「イ」国では2005年までに今まで単独で行われてきたポリオのAFPサーベイランス
に麻疹を含めたモニタリング手法に統合して実施することになった。始められてまだ日も浅

いため、モニタリングのレベルは必ずしも高くなかったり、中央への報告も滞ったりするこ

とも所によっては散見され課題が指摘されているが、WHO（15万USドル）やUNICEF（３
万USドル）がSVの活動経費などを負担しながらレベル向上を図っている。 
なお、アムラン州のみはUSAIDがMoPH&Pとともに作成した独自のモニタリングシートを

使って試験的にデータをまとめている。 

 

３－５－３ 要請手続き 

「イ」国の要請プロセスは、まずMoPH&Pから外務省に「要請書（Application Form for 
Technical Cooperation（Equipment））」を提出し、それが承認された後、在「イ」国日本大
使館に提出されることになっている。同プロセスではUNICEFなど国際機関の事前承認を特
に必要とするものではないが、MoPH&Pは各国際機関と常に緊密な連携を保ちながらわが国
に機材を要請しているため、MoPH&Pと各国際機関との間で要請内容をめぐって相違が生じ
ることはない。 
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なお、同国政府は本件が５年間一括の協力であり、一度提出すれば毎年要請書を提出する

必要はないと認識していたことから2006年度の要請が遅れた経緯がある。今後はMoPH&P側
に毎年８月末までに要請書を提出するよう注意を促す必要があると思われる。 

 

３－５－４ 通関・輸送・配布状況 

(1) 受取・通関・免税手続き 

１）ワクチン 

本件に係るコンサイニーはMoPH&P内のEPIプログラムであり、ワクチンの空港で
の受取、輸送、保管、配布の全てを行っている。ワクチン、援助の薬剤の輸入に関し

ては免税となることが内閣府令で定められており、保健相からの証明用レターがあれ

ば免税手続きなどを行わずに即座に引き取ることが可能である。ワクチンの到着に先

立ち、UNICEFから通知が届き、それに基づき、保健相の名前で受け取りについての
レターが発行され、EPI担当者はその書類を携え、空港内の倉庫へ保冷車で引き取り
に向かう。空港では積荷とインボイスの照合、エックス線検査、一部開梱をして中身

の検査が行われ、問題が無ければ即引取りとなる。万が一、空港においてワクチンが

リリースされないという事態が発生しても空港倉庫内にコールドルーム（90 ほど）、

冷凍庫が完備されており、ワクチンの品質に支障をきたすことはない。ちなみに保管

料は６YR（イエメンリアル）／kg／日である。手続きは迅速に行われているもようで
ある。EPIプログラムは受け取り後、受取確認書をUNICEFに提出する。 

２）予防接種用機材 

予防接種に使用されるワクチン以外の周辺機材（AD注射器、セーフティーボックス
など）は原則として船便で到着する。「イ」国には代表的な貿易港として紅海に面し

たアル・ホデイダ（サナアより約150km）、アラビア海に面するアデン（サナア市よ

り約350km）が挙げられるが、サナアへの輸送に便の良いアル・ホデイダが使用され

ることが多い。機材についてはワクチンと違い免税手続きが必要となる。UNICEFか
ら通知がEPIプログラムにあり、EPIプログラムは機材リストを添付した免税手続きに
関するレターをサナア市の税関に提出する。同レターはアル・ホデイダの税関事務所

（荷揚げ港がアデンならアデン事務所）に転送され、通関、免税手続きが行われる。

通常であれば一週間程度で受取許可が下り、EPIが保有するトラックにて引き取る。
荷物の量が同トラックでは輸送できないほど多量である場合には民間の業者に輸送を

委託することもある。通常サナアのCWHまでアル・ホデイダから８時間の距離である。 
 

(2) 機材の配布 

EPIプログラムはワクチンを受領後全てサナアにあるCWHに保管している。この施設
には代表者、在庫管理担当者、冷蔵庫修理用エンジニア各１人を含む計８人が勤務して

いる。ここにはコールドルーム７基（15～30 ）、フリーズルーム３基（同）、冷蔵庫

10台、冷凍庫12台が配置されており、コールドルームには冷蔵ユニットが２基装備され

ていたり、発電機が全機種に電力供給が可能となっており、電圧変動や停電に対する対

策が施されている。コールドルーム、冷蔵庫などを併せた容量はキャンペーン用ワクチ

ンの保管も含め問題はない。各種注射器、セーフティボックス、コットンなど常温で保
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管可能な機材のスペースも十分に確保されている。独自に保有する車両は無く、配送は

全てEPIプログラムが所有する車両を用いて行われる。保有する車両の車種と稼動状況
は以下のとおりである。 

 

表３－３ EPIプログラムが保有する車両状況 
サナア 

保冷車（１トン） ２台（うち１台故障） 

ピックアップトラック １台有り。故障中 

トラック(10トン) ２台（うち１台故障中だが、修理完了予定） 

アデン 

保冷車（トン数不明） １台（老朽化しているが、稼働中） 
出典：聞き取り調査による 

 

サナアから３ヶ月に一度、22州から南部8州を除く残り14の州へ上記2台の保冷車を用

いて５名のドライバーが配送を行っている。アデンにも医療資器材倉庫がありアデンか

らは近隣の８つの州へアデン州が保有する保冷車で配送が行われる。ワクチンは通常、

村から郡、郡から州へとそれぞれ月に１回要請がなされ、州はそれら各地からの要請を

集計して中央に３ヶ月に１回、必要なワクチンや関連機材を一括して要請する。CWH
はそれに応じて州の各施設に３ヶ月に１回（地域、時期によっては毎月）輸送する。州

から郡、村といった下層のレベルへは毎月のペースでワクチンや関連機材が送られる。

その機材の受け渡し記録は発注書、入出庫管理台帳によって管理されている。地方の医

療施設には電圧安定器付の電気式冷蔵庫（アイスラインタイプ）やガス式冷蔵庫などを

設置している。末端の医療施設ではソーラー式冷蔵庫を用意しているところもある。「イ」

国全土にある22州の倉庫にはそれぞれ車両が１台ずつ確保されており、州倉庫に到着し

たワクチンは、この車両に移し替えられて原則として郡レベルまで送られ、郡レベルか

らはバスなどの公共機関や自転車などを使って村レベルに送ったり、反対に村から郡に

ワクチンキャリアを持参して受け取りに来たりすることもある。以下にワクチンならび

に周辺機材の通関･輸送・配布のフローを示す。 
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出典：聞き取りによる 

図３－１ ワクチンおよび周辺機材の通関･輸送・配布のフロー 

 

３－６ 要請内容と５ヶ年計画 

2006年度の「イ」国の要請内容は表3－4のとおりである。 

当初の「麻疹５ヶ年計画（2004～2008年）」では、キャンペーンの実施が2005年と2008年に

計画されており、わが国はその計画に基づき、2004、2005年分（４千万円×２年）で調達可能

なワクチンを2005年キャンペーン用として供与し、残るワクチンはMoPH&Pとその他の国際機
関が負担することになっていた。同様に、2008年に予定されているキャンペーンも2007、2008

年度予算でわが国が麻疹ワクチンを調達する計画になっていた。そして、その中間にあたる

2006年はアウトリーチ活動を含む通常のルーチンの予防接種と一部フォローアップを行う計

画だった。 

しかし、実際には「イ」国では同計画が大きく変更されており、2006年にキャンペーンが行

われる予定であることが判明した。これは2005年下半期に計画されていた麻疹キャンペーンが

同国でのポリオ発生に伴うポリオキャンペーンの優先実施によって2006年にずれ込んだこと

などによって変更されたものである。 

キャンペーンはフェーズ１からフェーズ３の三期に分けられ、フェーズ１は既に２月に実施

された。フェーズ２とフェーズ３もそれぞれ４～５月頃、９月～10月頃に引き続き実施される

ことになっていて、フェーズ２とフェーズ３ではフェーズ１で対象だった地域を除く18州261

郡の生後９ヶ月から15歳までの子供600万人以上を対象とすることになるが、計画の詳細日程、

地域配分、スタッフの配置などは同年３月までに固まる方針である。 

 

こうした中、「イ」国政府は麻疹ワクチン170万ドースとワクチン輸送車および保冷車をわ

が国に2006年度分として要請してきた。 

このワクチン170万ドースは2006年に延長されたキャンペーンで必要なワクチン1,090万ド

ース（約920万人分）のうち、MoPH&Pで確保できない部分を要請してきたものである。 
わが国はこれに対し、2004、2005年度の予算で計379万ドース分のワクチンを「イ」国に供

与済である。したがって、このキャンペーンが2006年にずれこんだとしても、わが国は2006年
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のキャンペーンに対して既に責任は果たしており、残りのワクチンの不足分は本来MoPH&Pお
よび他の国際機関が調達すべきものと判断される。 

しかし、MoPH&Pは2005年から５種混合ワクチンの円滑な導入のためのトレーニングなどで
負担が増大したうえ、2006年には全国展開のために３ラウンド実施する計画である。また、ポ

リオも今年の上半期に新しいラウンドを実施する予定になっている。こうした中、麻疹キャン

ペーン用のワクチン調達のための資金も不足せざるを得ず、必要なワクチンの全量を購入する

ことができなくなった。同様の理由で国際機関もワクチンを援助するための余裕はない。そう

した事情から今回、「イ」国政府がわが国に対して麻疹ワクチンの不足分を要請してきたもの

である。 

「イ」国では、この不足しているワクチン170万ドースが手配できなれば、今年計画してい

るキャンペーンでの必要量を全てまかなうことができなくなる。逆に、この170万ドースがわ

が国によって供与されることになれば、2004、2005年度のワクチンと併せ合計549万ドースが

「イ」国に供与されることになり、この数は「イ」国が必要とする総ワクチン数1,090万ドー

スの50.37％を占めることになり、同国における麻疹の予防接種率向上につながることが大い

に期待される。 

なお、麻疹ワクチン以外に必要な機材については、MoPH&PはAD注射器（0.5ml）、溶解用
ディスポーザブル注射器（５ml）およびセーフティボックスといったサプライ品、およびマイ

クロプラニング、トレーニング費用、交通費、人件費、会議費、一部資機材購入費などのため

に必要な運営費500万USドルは、WHOからの230万USドル、CDCからの150万USドル、世銀か
らの80万USドルの支援などで充当し、不足する部分はMoPH&Pの予算でまかなう計画である。 
なお、右計画はわが国からのワクチン供与を前提に立案されたものであり、わが国からのワ

クチンが到着する時期によってはキャンペーンの実施時期が変更になる可能性もあるし、場合

によってはフェーズ２、３を統合して１回で実施する可能性もある。 

2007年以降の「イ」国の計画では、2007年にはアウトリーチ活動を含むルーチンと予防接種

率が低い一部地域を対象とするモッピングアップ11・キャンペーンの実施を検討している。ま

た、2008年は一定の条件12に該当すれば、2008年にフォローアップキャンペーンを実施するこ

とを検討中だが、この条件に満たない場合にキャンペーンは2009年以降にずれ込む可能性もあ

る。その場合は2008年も2007年と同様の活動を行うことにしている。そのため、2007年のわが

国への要請内容としてはルーチンを中心に一部モッピングアップを考慮したワクチンの供与、

2008年はフォローアップキャンペーンを想定したワクチン供与となる見込みである。ただし、

2008年の要請については、前述のとおり、同国での計画が2007年と同じ内容になる可能性もあ

るため、その場合は2007年と同様の要請内容になる見込みである。 

一方、「イ」国政府は麻疹ワクチンの他に、ワクチン輸送車２台と保冷車１台を要請してい

る。EPIプログラムが所有する車両は多くが15年～20年以上使われ一部不具合も生じているが、
「イ」国側の麻疹ワクチンに対する優先順位が車両よりも高いこと、麻疹ワクチンの調達のみ

で我が国の予算の上限にほぼ達すること、さらに車両はまだ使用可能であるうえ故障時にも代

替用の車両があることを考慮して、今回これら車両は採用しないこととする。 

                             
1 1 モッピングアップ：疾病が発見された流行地域の訪問個別接種と患者の発見作業を行うこと。
1 2 一定の条件：保健省では、2006年から2008年までに出生する新生児の人数、予防接種を受けたものの免疫を獲得できな
い子供の割合などを総合的に判断してフォローアップキャンペーン実施の時期を検討することとしている。
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表３－４ イエメン要請機材リスト 

№ 機材名（和） 数量 （単位） 仕様 用途（使用目的） 

１ 
 
 
２ 
 
３ 

麻疹ワクチン 
 
 
ワクチン輸送車 
 
保冷車 

170,000 
 
 

２ 
 

１ 

バイアル 
 
 
台 
 
台 

弱毒生ワクチン（凍結乾
燥製剤）、10ドース/バ
イアル、 
希釈用蒸留水付 
ダブルキャビン、４WD、 
エアコン付 
モデル：VBG3 1002SF1 

麻疹予防接種用 
 
 
ワクチン輸送用 
 
ワクチン輸送用 

 

３－７ 妥当性・効率性・有効性・自立発展性 

(1) 妥当性 

MoPH&Pの掲げる重点分野の中に「乳幼児死亡の低減」という分野があり、EPIはその
中に含まれる。来年度予定されている予算（但し2006年２月時点で未承認）のなかでもEPI
分野は高い優先順位を与えられている。また、JICAの「イ」国への支援の重点分野は、「保
健医療」、「基礎教育」、「地方給水」の３分野であり、EPIへの支援は保健医療への協
力と位置づけられる。また、保健医療分野で協力を行っている国際機関はいくつかあるも

のの、キャンペーン用の麻疹ワクチンを供与している国際機関は存在しない。以上の理由

から我が国がこの分野に援助を行う妥当性は高い。 

 

(2) 効率性 

前述のようにEPI分野において麻疹ワクチンについては我が国がワクチンを供与し、他
ドナーならびにMoPH&Pがそのほかの関連費用を負担することで効率的に資金が活用さ
れ、「イ」国が計画する麻疹キャンペーンが滞りなく実施されることが期待され、その結

果として「イ」国の予防接種率が向上し、麻疹患者が減少すると期待されるため、本プロ

ジェクトにおける我が国の協力は時宜を得たものであり、他国際機関との役割分担もなさ

れており、効率性は確保されていると考えられる。 

 

(3) 有効性 

「イ」国は2010年までに麻疹の予防接種率90％以上の実現ならびに罹患率を95％、死亡

率を90％それぞれ削減するという目標を設定している。2001年のキャンペーンの結果、麻

疹予防接種率が82％と改善されたものの、2002年68％、2003年66％と再び減少に転じて、

2002年には928件の発症（69％が５～14歳）、１人死亡と報告されている。「イ」国にお

いてはルーチンの予防接種では１回接種から２回接種にすることで免疫の獲得率は高まっ

ているが、さらに全国一斉キャンペーンを展開することで免疫を獲得できなかった子供、

また、ルーチンでの予防接種ができなかった子供などに接種を行うことで、更なる麻疹撲

滅につながる。以上のことからキャンペーン実施は麻疹予防に有効であると考えられる。

また、調査中に確認された「イ」国医療スタッフのレベルは末端に至るまで高く、ワクチ

ンの管理、予防接種の指導などが正しく行われている。 
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(4) 自立発展性 

MoPH&Pは麻疹対策のためルーチンの予防接種に関しては基本的に独自の予算を使用
して行っている。キャンペーンについてもワクチンと運営費は我が国と国際機関に頼って

いるが、AD注射器などの調達は自身で手配しており、全額を国際機関に頼ることなく、か
なりの部分を自分たちだけで賄えるように努力している。また、キャンペーンに対する運

用能力もUNICEF、WHOなどの指導の下、実力を蓄え、自身で運営する能力がついてきた
と思われる。以上の状況の中、我が国からワクチンが供与されれば同国の運営能力は一層

向上すると考えられる。そのためには５ヶ年計画における予防接種計画がきめ細かいもの

であればさらに自立発展性は向上すると思われる。 
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第４章 機材調達計画 
 

４－１ 調達方法 

調達機材はUNICEFとのマルチ・バイ協力に基づくものであり、過去2004、2005年にも調達
実績があり、「イ」国の予防接種に関わるスタッフが同ワクチンの取り扱いに慣れていること

からUNICEF調達を選択する。 
 

４－２ 仕様・価格・概算事業費 

次年度（2006年度／平成18年度）案件の要請機材は以下のとおり（金額は優先順位が高いワ

クチンのみで積算）。価格はUNICEFのカタログに依った。 
 

表４－１ 次年度要請機材リスト 

価格(USドル) 
№ 機材名（和） 数量 （単位） 仕 様 

単価 合計額 
用 途 

（使用目的） 
１ 麻疹ワクチン 
(UNICEF NO. 
359163） 

170,000 バイアル 弱毒生ワクチン 
（凍結乾燥製剤）、 
10ドース／バイア
ル、希釈用蒸留水付 

1.6 272,000 予防接種（キャ
ンペーン2,3フ
ェーズに使用） 

 

なお、外貨から邦貨への換算は2005年９月～2006年２月のTTS６ヶ月平均レートによる。 
 

表４－２ 概算事業費 

費  目 
金  額 
（USドル） 

備  考 

機材費 US$ 272,000.-  

輸送・保険料 US$  27,200.- 10％（実績による） 

手数料等 US$  21,760.- ８％（実績による） 

合計 US$ 320,960.-  

概算事業費 
（千円） 

￥37,585.- 

1.00US$＝117.10円（TTS６
ヶ月 
平均レート、2005年９月～
2006年 
２月、千円未満切り上げ 
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第５章 結論と提言 
 

５－１ 結 論 

今回の調査の結果、現地の実態は「麻疹５ヶ年計画（2004～2008年）」の内容から大きく異

なり、キャンペーンが2006年にずれ込んでいることが判明した。2007年、2008年も今回キャン

ペーンの結果により当初の計画から変更される可能性が高くなっている。 

とはいえ、「イ」国において麻疹は依然として死亡率の高い疾病であり、同国が最も力を入

れているプログラムの一つであることに変わりはない。現に2006年２月、キャンペーン（フェ

ーズ１）の初日にサナア市内で行われた開幕式には在「イ」国日本大使のほか、「イ」国首相、

保健相、教育相、サナア市長が出席。翌日には大統領もキャンペーン会場を視察するほど、同

国の麻疹撲滅に取り組む姿勢には極めて熱心なものがある。 

こうした背景から運営体制も「イ」国では確立されている。わが国は過去2年間「イ」国に

キャンペーン用の麻疹ワクチンを供与してきているがこれらワクチンはキャンペーンのために

適切に保管され、キャンペーンの直前には各地へ配送された。スタッフによるワクチンの使い

方についても特段の問題も見られない。 

しかし、このキャンペーンのフェーズ１はわが国などの協力によって2006年２月に実施する

ことができたが、フェーズ２、３実施のために必要なワクチンは依然として確保できないまま

でいる。 

UNICEFなど国際機関も現在のところ、麻疹キャンペーンのために麻疹ワクチンを供与する
計画を持ち合わせていない。こうした事情から「イ」国はわが国に対し麻疹ワクチンを要請し

てきた訳であり、今回キャンペーンが成功裏に終わることで2008年のキャンペーンは全国的な

ものではなくモップアップ、フォローアップだけで対応することも可能となることから協力の

妥当性は高いといえる。また、要請内容および数量はいずれも妥当でありまた実施機関である

MoPH&Pの実施能力、体制にも問題はないと判断できる。 
総合すると、「イ」国は現在ワクチンが不足していることがネックとなってフェーズ２，３

の実施が危ぶまれている状況である。もしも同国で不足している麻疹ワクチンがわが国によっ

て供与されれば、同国におけるキャンペーンは支障なく実施されるものと期待される。 

 

５－２ 案件実施上の留意点・改善点 

・麻疹ワクチン、必要なサプライ品および運営費がMoPH&P自身または国際機関などの支援に
よって今後も確保されるか引き続き監視する必要がある。 

・2007年、2008年度の要請書が毎年８月末までに在「イ」日本大使館に提出されるよう、今後

も「イ」国MoPH&Pに働きかける必要がある。 
・「イ」国は麻疹プログラムのためにキャッチアップ・キャンペーンの実施など麻疹撲滅に向

けて尽力しているが、今後の状況次第では現行の計画が変更される可能性も否定できない。

したがって、2006年のキャンペーン以降もMoPH&Pが麻疹対策計画をどのよう進めていくの
か注視し、状況によってはわが国の機材計画の見直しも検討する。 

・麻疹対策にかかる2007年と2008年の「イ」国の計画は前述の通り、明確になっていない部分

がある。しかし、2007年がルーチンとモップアップ、2008年がルーチンとフォローアップキ

ャンペーンになるのであれば、それぞれの計画に則した麻疹ワクチンの供与を考えるのが適
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切と思われる。ただ、ルーチン用のワクチンについては以前からMoPH&Pが独自に負担して
きているうえ、本来この医療特別機材のスキームが立ち上げられ実施された経緯を考えれば、

基本的にはルーチン用は排除し、キャンペーン実施のための協力を行うことがより適切と判

断される。したがって、要請内容からはルーチン用ワクチンは考慮に入れず、2007年はモッ

プアップ用のワクチン、2008年はフォローアップ用のワクチンの供与を優先的に考え、予算

に余裕があるようであれば併せてコールドボックス、冷蔵庫などのコールドチェーン機材や

ワクチン輸送車両の供与を検討することも可能と思量される。 



 

付 属 資 料

１．質問書

（MoPH&P、MoPH&P関係医療施設、WHO、UNICEF、
USAID宛。ただし、WHO、UNICEF、USAIDは
内容が同じため、掲載するのはUNICEF宛のみ）

２．要請書

３．関係者（面談者）リスト

４．５ヵ年計画表

５．要請機材リスト（英文）

６．医療特別機材供与事業の概要

７．主要保健指標











































































































３．関係者（面談者）リスト 
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Organisation/Division/
機関名/部・課

Name
氏名

Title
役職

イエメン国公衆保健人口省 Dr. Ali A.Al-Mudhwahi 家族保健部長

 Dr.Mosleh. A.al toali 計画部長

公衆保健人口省EPIプログラム Mohamed Al-Emad EPIプログラム長

 Ghada showgi Al-Haboob 技術部長

 Dr. Mohamed M Hajar EPIナショナルアドバイザー
（Gavi担当）

 Tawfik Qaid メンテナンス課長

 Ibrahim Alanasi 統計課長

 El-Shamy Dawood チーフスーパーバイザー

 Tawfig Qaid Abdullah コールドチェーン供給、配布、
メンテナンス担当

Sharafuddin Abdulrahman 
Al-Awami 

通関担当係

在イエメン日本国大使館 石井祐一 特命全権大使

清水久継 参事官

宮本陽介 二等書記官

 Mansour Al-Shamiri 経済協力担当

UNICEF Dr.Kamel Ben Abdallah 保健医療栄養関係オフィサー

 Dr. Abdulhalim Ayyash 保健関係アシスタントプログラ
ムオフィサー

USAID Dr Ahmed Attieg シニアヘルスアドバイザー

 Dr. Hamouda Hanafi BHSプログラム主任

 Cheri Rassas チーフ

 Yogesh Rajkotia, MSc ヘルスシステムアドバイザー

 Mohammed Ibrahim 予防接種アドバイザー

WHO Dr.Mohammad Ali Khalifa メディカルオフィサー

 Dr. Mohammad Osama Mere EPIテクニカルアドバイザー

JOCV事務所 逢坂慎一 ボランティア調整員

ラウダヘルスセンター Abdul Samad Abu Talib センター長

Central warehouse Aref Hizam Anaam センター長

 Aqeel Aqusleh コンピューター関連担当

 Abdo Mohamed Al-kawri 冷凍冷蔵関連機材エンジニア

ガイマンヘルスセンター Dr.KhaledSaadAl-Wadhan 医師

 Nawal Saleh Al-Bahlooli 助産師

サナハン県保健事務所 Abdulnaser Al-Rubaii 保健関連部副部長

サヤン県病院 Ali Faraa Al-Mansuub ワクチン接種担当
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イブ州保健局 Ahmed Noman Aqeel EPI スーパーバイザー

アルシャライーPHCユニット Abdulmalek Amin 所長

サナア空港税関 Abdu Mohamed  Al-Ammari 税関職員



４．５ヵ年計画表 
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No. 戦略 活動／業務 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年

1.1
資金(麻疹ワクチン、シリンジ、安全ボック
ス、器材)の適切でタイムリーな配布ができ
るように調整する

○ ○ ○ ○ ○

1.2 5ヵ年計画を見直し、ICCからのサポートを得る ○ ○ ○ ○ ○

1.3
ICCを通じて、国内、国際機関と連絡を取り
合い、政府予算に拠らないプログラムへの潜
在的資金を特定する

○ ○ ○ ○ ○

2.1 予防接種率とサーベイランスデータに関して、麻疹プログラムの状態を評価する ○

2.2 9ヶ月から15歳未満の子供を対象としたキャッチアップキャンペーンを実施する ○ ○

2.3 キャンペーンの対象になっていない場所でアウトリーチとフォローアップを促進する ○ ○

3
特定のクリニックにて効果的
に予防接種ができるようにす
る

3.1 郡レベルにおいてトレーニングして予防接種ができない事態が生じないようにする ○ ○ ○ ○ ○

4.1 広く多くの人々に麻疹キャンペーンに関するさまざまなグループに接触させる ○ ○

4.2
郡レベルで通常の予防接種を推進するため
に、すべての可能なメディア（メガホン、モ
スク、学校）を利用できる予算を確保する

○ ○ ○ ○ ○

5.1 州及び郡レベルにおいて管理と計画スキルをトレーニングする

5.2 車両の提供によって総合管理を促進する

5.3 州及び郡レベルにおいてキーとなるパフォーマンスの指標を総合管理、モニタリング、評

5.4 すべての管理者に通常の予防接種トレーニングを実施、完了する

6 コールドチェーンシステムの強化と維持 6.1 ワクチンの効果を高め、予防接種サービスを拡大する ○ ○ ○ ○

No. 戦略 活動／業務 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年

1.1 郡レベルでの指導とモニタリングを実施し、麻疹接種率を国家目標にまで引き上げる ○ ○ ○ ○ ○

1.2 州、郡レベルの5ヵ年計画で麻疹対策と抑制を推進する ○ ○ ○ ○

1.3 接種率の低い郡ではアウトリーチのための予算を拡充する ○ ○ ○

2.1 2006年に麻疹対策についての深い分析を実施する ○

2.2 2回目の接種の導入で接種率80%を実現する ○ ○ ○ ○ ○

2.3 2005年から2008年にかけて学校に通う年齢の子供のためのキャッチアップキャンペーンの ○ ○ ○

3.1 目標6のガイドラインにあるようにサーベイランスを促進 ○ ○ ○ ○ ○

3.2
マネージメントに関するガイドライン(ビタ
ミンA の使用を含む)と急性疾病患者のレ
ポートの完成と配布

○ ○ ○ ○ ○

3.3 流行時の対応についてのガイドラインの完成と配布 ○ ○ ○ ○ ○

3.4
感染症サーベイランス・プログラムに関する
カウンターパートを特定し、麻疹サーベイラ
ンスデータの分析を進める

○ ○ ○ ○ ○

麻疹に対するサーベイランス
と対応の促進3

5

2008年までにすべての郡にお
いて予防接種率を80%以上に引
き上げる

1

国際機関からEPIについての適
切で継続的な資金を確保する1

日程の見直しと2003年までに
18ヶ月の子供に2回目の接種を
行うことについての検討

2

2004年から2005年までに人口
の90%の人々にサービスが提供
できるように高める

2

社会的運用戦略の維持4

州及び郡レベルにおいて管理
能力を強化する
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No. 戦略 活動／業務 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年

1.1
不可欠な必需品(ADシリンジと安全ボックス)
のインベントリーの準備と継続的な供給の確
保

○ ○ ○ ○ ○

1.2
予防接種マニュアルにおける安全注射に関す
るWHOガイドラインを含め、安全注射におけ
る教材の完成

○ ○ ○ ○ ○

1.3 郡とサービスレベルでの安全注射と廃棄物処理に関するトレーニング ○ ○ ○ ○ ○

2

州レベルにおける地域での協
力団体(DG,MCH、Promary
Care, 環境保護会議)での廃棄
物管理に関するプランの完成

2.1

ローコストで適切な廃棄物管理に関するガイ
ドラインの完成。これらのガイドラインはあ
る特定場所での廃棄物の貯蔵とか使われる廃
棄物用コンテナーのような単純な指示も含ま
なければならない

○ ○ ○ ○ ○

3.1 評価ツールの完成(WHOツールボックス) ○ ○ ○ ○ ○

3.2 州／郡レベルでのモニタリングと評価の実施 ○ ○ ○ ○ ○

No. 戦略 活動／業務 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年

1.1 統計課、EPI、感染対策課、PHC課からサーベイランス・ワーキンググループを組織する ○ ○ ○ ○

1.2

サーベイランスに関する国家ガイドラインを
完成、印刷する。それには以下のものを含む
●定義と優先すべき感染症のリスト
●頻繁なレポート
●サーベイランス情報の流れ
●各種プログラムに関する作業の統一

○ ○ ○ ○ ○

1.3 レポートに対する立法府のサポートがあること ○ ○ ○ ○

1.4 サーベイランスの書式を改め、それを保健省の各機関に配布する ○ ○ ○ ○

1.5 感染症サーベイランスパンフレットの改良 ○ ○ ○ ○ ○

2.1

新しいサーベイランス・ガイドラインに関す
る中央レベルのトレーニング(TOT)。これに
は以下のものを含む
●感染症リスト
●定義
●流行の概念
●コンピュータの利用
●サーベイランスデータのフィードバックと
レポート

○ ○ ○ ○ ○

2.2 感染症サーベイランスに関する中間、郡レベルでのトレーニング ○ ○ ○ ○

2.3 州レベルにおけるコンピュータとEメールの度運夕による情報システムの強化と改良 ○ ○ ○ ○ ○

3
安全注射と医療廃棄物に関す
る州と郡での監督とモニタリ
ング計画の完成

中東と州レベルでの関係者と
サーベイランスを調整し、感
染症サーベイランスのガイド
ラインを改良する

1

2 感染症ガイドラインのためのガイドラインのトレーニング

1
安全な注射に関する不可欠の
供給物資と教材の継続的な供
給
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No. 戦略 活動／業務 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年

1.1 統計課、EPI、感染対策課、PHC課からサーベイランス・ワーキンググループを組織する ○ ○ ○ ○

1.2

サーベイランスに関する国家ガイドラインを
完成、印刷する。それには以下のものを含む
●定義と優先すべき感染症のリスト
●頻繁なレポート
●サーベイランス情報の流れ
●各種プログラムに関する作業の統一

○ ○ ○ ○ ○

1.3 レポートに対する立法府のサポートがあること ○ ○ ○ ○

2.1

新しいサーベイランス・ガイドラインに関す
る中央レベルのトレーニング(TOT)。これに
は以下のものを含む
●感染症リスト
●定義
●流行の概念
●コンピュータの利用
●サーベイランスデータのフィードバックと
レポート

○ ○ ○ ○ ○

2.2 感染症サーベイランスに関する中間、郡レベルでのトレーニング ○ ○ ○ ○

3

国家、地域及びサービスデリ
バリー・レベルでのワクチン
廃棄率の評価と削減を促進す
る

3.1

州／郡レベルのマネージャーにワクチン破棄
数、可能バイアル・ポリシー、廃棄減少のた
めの戦略についての計算法とモニタリングの
ためのトレーニングを実施する

○ ○ ○ ○ ○

4 ワクチンとシリンジの継続的供給の確保 4.1 対象人口での信用できる見積りに基づいた必要ワクチン数の見直し ○ ○ ○ ○ ○

1 輸送サービスの品質向上

2 コールドチェーンシステムの品質向上



５．要請機材リスト（英文） 
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平成18年度要請 

№ 機材名（和） 数量 （単位） 仕様 価格 （単位） 調達方法 

１ Measles vaccine 
麻疹ワクチン 

170,000 Vials 
バイアル 

10 doses/vial 
10ドーズ／バイ
アル 

350,000 US$ UNICEF

２ 4 wheel drive cars 
ワクチン輸送車 

２ Unit
台

Double cabin、 
４WD、With air 
conditioner 
ダブルキャビン 
４WD、エアコン
付 

40,000 US$  

３ Vaccine refrigerator vehicles 
保冷車 

１ Unit
台 

Model：VBG3 
1002SF1

30,000 US$  



６．医療特別機材供与事業の概要 

－89－

医療特別機材供与事業は国際協力機構人間開発部が所掌する保健医療分野における機材

供与事業のひとつで、技術協力プロジェクトとは別に、国際機関とのマルチ・バイ協力によ

り実施されている。感染症対策、家族計画・母子保健活動の推進、エイズ検査の拡充等を目

的として、「感染症対策特別機材」、「母と子供のための健康対策特別機材」、「人口・家族計

画特別機材」、「エイズ対策・血液検査特別機材」の供与事業を実施しており、「感染症」、「母

と子」においてはUNICEFとの連携、「人口・家族計画」においてはUNFPAとの連携によるマ
ルチ・バイ協力案件である。「エイズ対策」を除く上記事業は、単年度採択を必要とするが

原則５年または４年間継続の予定で計画されている。供与対象国は毎年約45カ国、供与金額

合計は平成15年には約12億円、平成16年度も最終的に約12億円となる見込みである。 

主な供与機材としては、「感染症」では、ワクチン、コールドチェーン機材（ワクチン保管

用冷蔵庫、ワクチン運搬用コールドボックス等）、注射器など。「人口・家族計画」では、避妊

具、避妊薬、家族計画の教育用視聴覚・AV機器など。「母と子」では、助産婦用器具、各種抗
生物質など。「エイズ対策」では、検査キット、エイズの教育用視聴覚・AV機器などがある。 
調達方法として、①UNICEF調達、②現地調達（第三国調達を含む）、③本邦調達 がある。 
①UNICEF調達の手続きはJICA調達部が行っており、コペンハーゲンにあるUNICEFのSupply 

Divisionに発注している。機材は日本を経由することなく、直接供与先に送られる。 
②現地調達はJICAの現地事務所などが調達手続きを行う。 
③本邦調達はJICA調達部で手続きが行われる。 



７．主要保健指標 
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基本統計 
総人口（1,000人） 20,010 
出生時平均余命（年） 60 
人口年増加率（％） 4.0 
粗死亡率 9（人口1,000人当たり） 
粗出生率 45（人口1,000人当たり） 
保健指標 
乳児死亡率（１才未満） 82（出生1,000人当たり） 
５才未満時死亡率 113（出生1,000人当たり） 
低出生体重児出生率（％） 32 
完全に予防接種を受けた比率（％）（１才児）  
  結核 67 
  DPT3 66 
  ポリオ 66 
  麻疹 66 
  Ｂ型肝炎 42 
妊婦破傷風 31 
HIV/エイズ指標 
成人の有病率（推定値） 0.1 
HIV/エイズとともに生きる人の推定値（1,000人）  
  成人と子ども（０～49才） 12,000 
  子ども（０～14才） N.A. 
  女性（15～49才） N.A. 
首都に住む妊娠した若い女性（15～24才）のHIV
有病率 

N.A. 

女性指標 
合計特殊出生率 7.0 
避妊法の普及率（％） 23 
出産前のケアが行われている率（％） 45 
専門技能者が付き添う出産の比率（％） 22 
妊産婦死亡率（調整値） 570（出生10万人当たり） 
資料：世界子供白書2005 
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